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Ⅰ 計画策定の趣旨等 

１ 計画策定の趣旨                                       

 

○ ギャンブル等については、多くの人が公営競技やぱちんこ等を健全に楽

しんでいますが、過度にのめり込み、ギャンブル等依存症と呼ばれる状態

に陥ることで、本人やその家族の日常生活又は社会生活に支障を生じさせ

るだけでなく、多重債務、貧困、虐待、自殺、犯罪等の重大な社会問題を

引き起こすおそれがあります。 

 

○ ギャンブル等依存症は、誰もがなり得る可能性があり、適切な支援によ

って回復可能であるにも関わらず、本人や家族が依存症であると認識しに

くいという特性に加え、専門医療機関が少ないこと、相談支援体制が十分

でないこと、治療や相談支援等に関する情報が届きにくいことなどから、

本人やその家族等が治療や支援につながりにくい現状があります。 

 

○ こうした中、国において、ギャンブル等依存症対策を総合的かつ計画的

に推進し、もって国民の健全な生活の確保を図るとともに、国民が安心し

て暮らすことができる社会の実現に寄与することを目的として、平成30年

10月に「ギャンブル等依存症対策基本法（平成30年法律第74号）」（以下「基

本法」という。）が施行されました。 

また、平成31年４月には同法に基づく「ギャンブル等依存症対策推進基

本計画」（以下「基本計画」という。）が策定されました。 

 

○ 基本法において、都道府県は、基本計画を基本としつつ、当該都道府県

の実状に即したギャンブル等依存症対策の推進に関する計画を策定する

よう努めなければならないとされています。 

 

○ このような状況を踏まえ、本県においても、基本法の規定に基づき、都

道府県健康増進基本計画等と調和を保った上で、本県の実状に即した「新

潟県ギャンブル等依存症対策推進計画」を策定することとしました。 

 

○ なお、この計画におけるギャンブル等依存症とは、基本法第２条に基づ

き、「ギャンブル等（法律の定めるところにより行われる公営競技、ぱち

んこ屋に係る遊技その他射幸行為をいう。）にのめり込むことにより日常

生活又は社会生活に支障が生じている状態」と定義します。 
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２ 計画の位置づけ                                 

 

この計画は、基本法第13条第１項に規定される「都道府県ギャンブル等依

存症対策推進計画」として策定するものです。 

なお、この計画は、関連する本県の他の計画（「健康にいがた21」「新潟県

地域保健医療計画」「新潟県障害福祉計画」「新潟県アルコール健康障害対策

推進計画」等）と整合性を図っています。 

 

 

３ 計画の期間                                    

 

令和４年度を初年度とし、令和９年度までの６年間とします。 

なお、国の基本計画又は県最上位計画の見直しに合わせ、中間評価を行い

ます。 

また、社会情勢等の変化等により、必要に応じて見直しを行います。 
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（参考）依存症とは  

 

○依存症とは？ 
  アルコールやギャンブル※１などの特定の物質や行為を「やめたくても、や
められない」状態を、「依存症」といいます。 

  習慣的に依存物質の摂取や依存行為を繰り返していくうちに進行していく
病気です。 

  自分や家族の健全な社会生活に悪影響を及ぼす可能性があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※1 ギャンブル等依存症対策基本法第2条では、「ギャンブル等（法律の定めるところによ
り行われる公営競技、ぱちんこ屋に係る遊技その他の射幸行為をいう。）にのめり込むこ
とにより日常生活又は社会生活に支障が生じている状態」をギャンブル等依存症と定義
しています。 

 

※２ なりやすさは、依存物や依存行為の種類によってことなりますが、「始めた年齢が早
い」「遺伝や家庭環境が危険性を高める」などの危険因子があります。 

 
※３ 物質の場合、摂取すると脳内にドーパミンという快楽物質が分泌され、それを脳が報
酬と認識し、求める回路が脳内にできあがります。摂取を繰り返すことにより快楽物質が
分泌されると、より強い刺激を求め、ますます摂取をするように脳が指令を出します。こ
のような脳機能異常によるコントロール害が起きているため、自分の意志で制御するこ
とは非常に困難となります。ギャンブル等で味わうリスクや興奮といった行動でも報酬
を求め続ける回路が働いているのではと言われています。 

出典：厚生労働省『依存症って？-依存症を『正しく知って』『支える』ために-』 
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Ⅱ 新潟県の現状 

１ ギャンブル等の状況                             

  

  県内のギャンブル等施設は、表１のとおりでありますが、競馬、競輪、オ

ートレース及びモーターボート競走は、インターネットや電話での投票が可

能であり、レースの映像をテレビ、インターネット、スマートフォン等で閲

覧できるため、居住地にかかわらず気軽に楽しめる環境にあります。 

また、ぱちんこ等の遊技場店舗も県内各地にあり、身近で通いやすい環境

にあります。 

さらに、公営競技やぱちんこ等の遊技に限らず、金銭や価値のあるものの

やりとりを含む射幸性の高い行為も、のめり込むことにより依存症に陥る場

合があります。最近の状況として、公営競技以外でもインターネットを使用

し居住地に関わらずアクセスすることが可能な様々な種類のギャンブル等

が見受けられます。海外カジノ、外国為替証拠金取引（FX）では、高額な取

引による問題が懸念されます。また、オンラインゲームは、年齢制限なく幼

いうちから触れることができ、高額課金等へつながる危険性もあります。こ

れらに関しては、実態が明らかになっていないものの、今後注視していくこ

とが必要です。 

 

 

表 1 県内及び全国のギャンブル等施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：各公営競技ホームページ、全国日本遊技事業協同組合連合会ホームページ 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

遊　技　場

競輪場 中央/地方競馬場 モーターボート 遊技場店舗数

(場外車券売場) （場外発売所） （場外発売場） (遊技機設置台数)

1場 1場 0場

（3） （2） （4）

8458店舗

（3,814,173台）

時点 R3年12月末

145店舗

（61,415台）

全国 43場 25場 5場 24場

公　営　競　技

R4年4月

オートレース

新潟県 0場
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 (1) 公営競技の状況 

ア 競輪 

弥彦競輪の入場者数は、減少傾向にあり、本場の売上も減少している

一方で、本場以外、特にインターネット売上が増加しており、令和３年

度の本場以外の売上は、平成 29年度から約 1.3倍に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 中央競馬（参考） 

全国 10か所の競馬場を運営する日本中央競馬会（JRA）の売得金額は、

近年増加傾向にあります。令和２年以降は感染症の影響で入場人員が大

きく減少した一方で、電話・インターネット投票の利用者が増加し、令

和３年の総参加人員は前年より増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 弥彦競輪の売上高及び入場者数     弥彦村提供 

 

                   出典：JRA ホームページ「売得金額・入場人数」 

図２ 日本中央競馬会（JRA）の売得金額※１及び入場人数 
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     表２ 日本中央競馬会（JRA）の形態別売得金額（令和３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：厚生労働省ホームページ「競馬の概況」 

 

 (2) 遊技場（ぱちんこ、パチスロ等）の状況 

ア 設置状況 

県内の遊技場店舗数及び遊技機設置台数は、年々減少傾向にあり、令

和３年 12月末現在 145店舗、61,415台です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                    出典：全日本遊技事業協同組合連合会ホームページ 

図３ 県内の遊技場店舗数及び遊技機設置台数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

※１ JRA ホームページ「売得金額・入場人員」に掲載している売得金に海外競馬分は含まれない。 

売得金（割合） 対前年比

196億円（0.6％） 71.2%

2,203億円（7.1％） 116.2%

国内 28,512億円（91.7％） 103.1%

海外 169億円（0.5％） 217.9%

31,080億 103.9%

開催競馬場

場外馬券売場

インターネット投票

合計
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イ 行動者率（参加状況） 

総務省が実施している「社会生活基本調査」によると、本県で過去 1

年間に 1回以上「ぱちんこ」を楽しんだ人の割合（行動者率）は、総数

では全国平均よりわずかに低いですが、女性を大きく上回る男性の行動

者率は全国平均よりわずかに高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
          出典：新潟県統計課「生活行動に関する統計表」（H28 年社会生活調査から） 

図４ 行動者率（過去 1年間に 1回以上「ぱちんこ」を楽しん 

だ人の割合（10歳以上）） 

 

 

 ２ ギャンブル等依存症の状況                       

 

(1) ギャンブル等依存症の状況（推計人数） 

   国は、ギャンブル等依存症対策を講じていく上で、正確な実態を把握す

ることが不可欠であることから、基本計画において実態調査を実施するこ

ととしています。最新の調査結果では、過去１年におけるギャンブル等依

存が疑われる者※２の割合が、全体で 2.2％、男性で 3.7％、女性で 0.7％と

示されました。 

これを新潟県の 20 歳以上人口（令和４年４月１日現在）※３で換算する

と、全体で４万人弱となります。 

 
※１ 松下幸生, 新田千枝, 遠山朋海; 令和 2 年度 依存症に関する調査研究事業「ギャンブル障害

およびギャンブル関連問題の実態調査」, 2021 年.  

※２ SOGS による簡易スクリーニングテストで、20 点満点中５点以上の場合 

※３ 新潟県 20 歳以上人口（令和４年 4 月 1 日現在、年齢不明を除く） 1,800,704 人 

 

(2) ギャンブル等依存症に関する相談の状況 

   令和元年度までは精神保健福祉センターや保健所に寄せられたギャン

ブル等依存症に関する相談の件数は、毎年増加しておりますが、上述の推

計人数と比較してかなり少数であり、ギャンブル等の問題を抱えていても
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相談機関につながっていない方が多いと考えられます。他の依存症と比較

しても、相談につながる件数は少数です。 

 

表３ 県内の精神保健福祉センター及び保健所における依存症に関する相談件

数（来所、訪問、電話、メール（新潟市のみ）による延べ件数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 県内のギャンブル等依存症に関する相談件数 

 

(3) ギャンブル等依存症患者の受療状況及び医療提供体制 

令和元年度にギャンブル依存症で県内の精神科病院に入院した患者は

14人、外来患者は 77人と少ない状況です。全国的にも、他の依存症と比

較して受診者が極端に少なく、医療機関につながりにくい依存症であるこ

とが伺えます。 

また、県内のギャンブル等依存症に係る依存症専門医療機関及び治療拠

点機関については、表５のとおり治療拠点機関は 1か所で、専門医療機関

はない圏域もあり、両機関の増加とともに、専門医療機関と治療拠点機関

との連携強化が課題です。 

※新潟市において、精神保健福祉センター機能は新潟市こころの健康センターが有している。 

種　類 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R２年度

精神保健福祉センター 7 10 15 36 22

保健所（１２カ所） 33 29 22 33 28

市 新潟市こころの健康センター 31 42 35 76 62

精神保健福祉センター 23 23 8 41 54

保健所（１２カ所） 1,188 894 658 1,133 1,061

市 新潟市こころの健康センター 126 123 135 151 151

精神保健福祉センター 14 11 3 39 14

保健所（１２カ所） 73 59 37 102 64

市 新潟市こころの健康センター 46 50 62 38 24

精神保健福祉センター ー ー ー 19 25

保健所（１２カ所） ー ー ー 29 25

市 新潟市こころの健康センター ー 7 17 33 23

ゲーム

アルコール

薬物

ギャンブル等

県

機　関

県

県

県
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      表４ 県内の医療機関における依存症患者   （単位：人） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5 県内の依存症専門医療機関および治療拠点機関（令和４年４月現在） 

 
新潟県知事選定 

 

 

 

 

 

 

ギャンブル等 アルコール 薬物 ギャンブル等 アルコール 薬物

さいがた医療センター 上越 ○ ○ ○ ○ ○ ○

かとう心療内科クリニック 新潟 ○ ○ ○

ささえ愛よろずクリニック 新潟 ○ ○ ○

河渡病院 新潟 ○ ○

関病院 中越 ○ ○

新潟県立精神医療センター 中越 ○

三交病院 上越 ○

専門医療機関 治療拠点
医療機関名 医療圏域

出典：精神保健福祉資料「持続可能で良質かつ適切な精神医療とモニタリング体制の確保に関する研究」

研究班による NDB 分析結果 

※NDB（National Database）：医療機関から保険者に対して発行されるレセプトと特定健診・保健指導の

結果からなるデーターベース 

※外来患者：“精神外来患者”当該傷病名かつ通院・在宅精神療法の算定のあるレセプトのうち、当該年

度内・当該医療機関において 2 日以上の算定日数を有する患者数  

入院患者：“精神入院患者”当該傷病名かつ精神科関連入院料を算定されたレセプトを有する患者数 

非公表：NDB の公表制限（医療施設数が 0-2 の場合および患者数が 0-9 人の場合）による 

 

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

外来患者 32 36 37 56 77

入院患者 非公表 非公表 非公表 非公表 14

外来患者 1,569 1,821 2,246 2,839 3,527

入院患者 251 269 296 362 384

外来患者 1,896 1,902 1,878 1,954 2,032

入院患者 505 512 464 492 485

外来患者 87,061 88,822 91,340 96,568 102,086

入院患者 29,656 29,649 29,205 29,555 28,998

外来患者 66 65 61 82 98

入院患者 21 29 24 37 34

外来患者 10,831 11,208 11,851 12,415 13,083

入院患者 3,145 3,159 3,143 3,067 3,081

ギャンブル依存症

新潟県

全国

アルコール依存症

新潟県

全国

薬物依存症

新潟県

全国
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図６ 県内のギャンブル等依存症に係る依存症専門医療機関及び治療拠

点機関（令和４年４月現在） 

 

(4) 自助グループ及び民間支援団体の活動状況 

県内には、自助グループ及び民間支援団体が４団体あり（令和４年４月

現在）、以下のとおり活動をしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団　体 活　動　内　容

GA
（ギャンブラーズ・

アノニマス）

＊ギャンブルの問題で影響を受けた家族や友人の自助グループ。

＊県内10グループがミーティングを開催している。

＊ミーティングには匿名参加。

＊回復プログラム（12ステッププログラム）を提供できる。

＊月２回、家族の会を開催し情報共有を行っている。

＊GAMANONへの橋渡し兼、受け皿としての機能

＊電話相談に対応している。

＊年数回、各方面の専門家を招いてギャンブル依存症についての

　セミナー等を開催している。

＊行政、医療、司法等の地域支援者との連携を図っている。

＊ギャンブル依存症の正しい知識の普及、啓発のため、基礎講座を

　開催している。

＊専門家による家族相談会を実施している。

＊予防教育（新成人に向けた冊子の配布等）を実施している。

＊電話相談に対応している。

＊社会活動、ロビー活動を実名で行う。

＊行政、医療、司法等各方面との連携を図っている。

GAMANON

（ギャマノン）

全国ギャンブル依存症

家族の会　新潟

＊ギャンブル依存症本人の自助グループ。

＊県内４グループが４会場でミーティングを開催している。

ギャンブル依存症問題を

考える会　新潟支部
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 ３ ギャンブル等依存症問題の状況                   

 

ギャンブル等依存症は、本人及び家族の日常生活又は社会生活に支障を生

じさせるものであり、多重債務、貧困、虐待、自殺、犯罪等の重大な社会問

題を引き起こすおそれがあると言われており、基本法においては、ギャンブ

ル等依存症と、これに関連して生ずる問題を広くギャンブル等依存症問題と

捉え、その対策を推進することとされています。 

県内のギャンブル等を原因とする犯罪件数（検挙件数）は、令和２年は２

件、令和３年は40件でした。その他の問題に及ぼすギャンブル等の影響を定

量的に把握することは困難ですが、ギャンブル等依存症の各関係機関におい

て、ギャンブル等依存症に関する正しい理解が進むよう普及啓発を行い、連

携体制のもと、適切な支援を行っていくことが必要です。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
県警察本部生活安全部生活安全企画課   

図７ 県内のギャンブル等を原因とする犯罪件数（検挙件数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       新潟県県民生活課（令和３年５月 31 日集計） 

図８ 県及び市町の消費生活センター等に寄せられた多重債務の 

相談件数 
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                                新潟県消費生活センター 

      ※課金に関する相談は、詐欺疑い、見覚えのない請求、サービス終了に伴う補償等に 

関する相談を含む。 

図９ 県内の消費生活相談における「オンラインゲーム等における課金」

に関する相談件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

   図 10 地方裁判所における個人破産件数  出典：裁判所統計月報 
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                        県警察本部生活安全部生活安全企画課 

図 11 県内の DV（ドメスティック・バイオレンス）事案受理件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                 

出典：厚生労働省人口動態統計 

図 12 自殺率（人口 10万人あたりの自殺者数） 
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Ⅲ ギャンブル等依存症対策の基本的な考え方 

１  基本理念                                    

 

本県のギャンブル等依存症対策は、基本法第３条の規定を踏まえ、次の事

項を基本理念とします。 

 

(1) ギャンブル等依存症の発症、進行及び再発の各段階に応じた防止及び回

復のための対策を適切に実施するとともに、ギャンブル等依存症である者

等及びその家族が日常生活及び社会生活を円滑に営むことができるよう支

援します。 

 

(2) ギャンブル等依存症が、多重債務、貧困、虐待、自殺、犯罪等の問題に

密接に関連することに鑑み、ギャンブル等依存症に関連して生ずるこれら

の問題に関する施策との有機的な連携が図られるよう、必要な配慮を行い

ます。 

 

(3) 医療提供体制や相談支援体制の整備において、アルコール健康障害・薬

物依存症等に関する施策との有機的な連携が図られるよう、必要な配慮を

行います。 
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２ 基本的な方向                                

 

(1) 正しい知識の普及啓発及びギャンブル等への過剰な参加の防止 

ギャンブル等にのめり込むことのリスクや、ギャンブル等依存症に関す

る正しい知識を普及啓発するとともに、ギャンブル等への過剰な参加を防

止する関係事業者の取組を促進します。 

 

(2) 相談窓口の整備と支援につなげる体制づくり 

    精神保健福祉センターや保健所が中心となり、ギャンブル等依存症問題

に係る相談窓口を整備するとともに、幅広い関係機関や自助グループ、民

間支援団体等との連携により、適切な相談支援、回復支援につなげる体制

づくりを進めます。 

 

(3) 医療水準の向上と医療機関連携の推進 

    ギャンブル等依存症の専門医療機関等における医療従事者の資質の向

上を図るとともに、ギャンブル等依存症の治療を身近な地域で受けられる

よう、専門医療機関の拡充を図ります。 

また、ギャンブル等依存症への早期介入を進めるため、治療拠点機関と

協力し、一般医療機関と専門医療機関との連携を推進します。 

 

(4) 回復及び社会復帰に関する理解の促進 

ギャンブル等依存症である者等の社会復帰が円滑に進むよう、ギャンブ

ル等依存症の回復及び社会復帰について、社会全体の理解を促進します。 
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Ⅳ 重点課題及び目標 

１  ギャンブル等依存症に関する正しい知識の普及啓発により、生涯を通じた

ギャンブル等依存症の発症を予防します。 

 

(1) 高額課金につながるオンラインゲーム等に触れている小中学生に対する

教育・啓発 

(2) ギャンブルを経験し始めやすい高校生から大学・専門学校生に対する教

育・啓発 

(3) (1)(2)の親世代に該当する職域への啓発 

(4) ギャンブル等依存症に関する正しい知識の普及啓発 

 

〔目標〕 

内容 現状 目標 

児童生徒への教育・啓発 ※１ ― 
年 1回 チラシ・リーフレットの配付等 

小学６年生、高校３年生 ※２ 

職域への啓発 ― 
年 1回 職域関係団体を通じたチラシ・

リーフレットの配布等 

※１ 依存症に対する正しい知識の教育・啓発として、オンラインゲームに限

らず、子ども時代から触れることができるカード、くじ等射幸性が高いもの

について、年齢や発達段階に応じた内容を工夫する。 

※２ そのほか、小中学校、高等学校各学年において、メール配信や保健だよ

り、ＰＴＡ広報等による啓発が行われるよう働きかける。 

 

２ ギャンブル等依存症に関する予防及び相談支援から治療・回復支援に至る

まで切れ目のない体制を整備します。 

 

(1) ギャンブル等依存症に関する正しい知識の普及啓発（再掲） 

(2) 相談窓口の整備 

(3) 専門医療機関の充実 

(4) 相談支援から治療・回復支援につなぐ連携体制の構築 

 

〔目標〕 

内容 現状 目標 

精神保健福祉センター・保健所での 

相談支援（新潟市を除く） 

50件 

（R2年度実績） 

相談件数の増加 

（R2年度実績の倍以上） 

専門医療機関の選定 
３か所 

（２／７圏域） 

専門医療機関数の増加 

（全圏域） 

依存症対策に関する連携会議の開催 ― 年 1回以上 
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Ⅴ 基本的施策 

１ 教育及び普及啓発                           

  

〈現状等〉 

○ ギャンブル等依存症の発症を予防するためには、依存症に関する正しい知

識の普及啓発や教育の推進が必要です。 

 

○ ギャンブル等依存症は、本人が病識を持ちにくいこと、誰でもなり得る可

能性があること、適切な治療や支援により回復が可能な病気であること等の

正しい知識が十分浸透していないために、ギャンブル等による問題が生じて

も、ギャンブル等依存症であることに本人や家族が気づかず、回復につなが

る適切な医療や支援を得られにくいという課題があります。 

 

 ○ 予防においては、ギャンブル等に触れる前の早い段階から正しい知識を

持つことが有効です。また、子ども時代から触れることができるカード、オ

ンラインゲーム等には、「レアカード」や「コンプガチャ」と呼ばれるよう

な射幸性が高い仕組みが盛り込まれているものもあり、依存症になる危険

性があることから、併せて普及啓発を図る必要があります。 

 

○ 学校教育においては、平成 30 年３月に公示された「高等学校学習指導要

領」の保健体育科の指導内容として、新たに精神疾患が取り上げら、平成 30

年７月公表の「新学習指導要領解説（保健体育編）」では精神疾患の一つと

してギャンブル等依存症も含めた依存症について記載されました。この学習

指導要領は、令和４年度入学生から年次進行で実施されています。 

 

〈取組の方向性〉 

○ ギャンブル等依存症につながるプロセス、ギャンブル等依存症は病気であ

り治療や支援により回復が可能な病気であること等、正しい知識の普及啓発

を図ります。 

 

〈具体的施策〉 

（広報・啓発） 

○ 公営競技やぱちんこ等の関係事業者、相談支援機関、自助グループ、民間

支援団体等と連携し、ギャンブル等依存症の正しい知識の普及啓発に取り組

みます。                       〔福祉保健部〕      

                         

○ ギャンブル等依存症問題啓発週間（5/14～20）等の機会を活用し、市町村

や関係機関・団体等に、啓発用ポスターやリーフレットを配布・掲示するな

ど、ギャンブル等依存症に関する注意喚起や普及啓発に取り組みます。                       

 〔福祉保健部〕 
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（学校教育） 

 ○ 小中学生や保護者に対して、チラシやリーフレットの配布を行うととも

に、メール配信や保健だより、ＰＴＡ広報等の機会を活用して、毎学年情報

提供を行い、ギャンブル等依存症に対する正しい知識ついての普及啓発に

取り組みます。              〔福祉保健部〕〔教育委員会〕 

  

 ○ 学習指導要領が改訂されたことを踏まえ、教育現場におけるギャンブル

等依存症に関する理解を深めるため、国が作成した「ギャンブル等依存症指

導参考資料」の周知等に取り組みます。         〔教育委員会〕 

 

 ○ 高等学校における依存症の授業において、チラシやリーフレット等を活

用し、嗜癖や相談窓口、回復のための社会資源に関する正しい知識の普及啓

発に取り組みます。            〔福祉保健部〕〔教育委員会〕 

 

（職場教育） 

○ 職域関係団体を通じたチラシやリーフレットの配布等により、企業の従業

員等に対し、ギャンブル等依存症問題について、普及啓発に取り組みます。                                    

〔福祉保健部〕 

 

 

２ 不適切なギャンブル等の誘引の防止                      

 

〈現状等〉 

○ ギャンブル等依存症の発症を予防するためには、不適切なギャンブル等を

誘引しない社会を形成していくことが必要であり、ギャンブル等関係事業者

においても、ギャンブル等依存症に係る注意喚起、本人又は家族の申告によ

る入場（入店）やアクセスの制限、20 歳未満の者の購入禁止（18 歳未満立

入禁止）等に取り組んでいます。 

 

 ○ 警察では、違法な賭博店等の情報を収集し、県内で平成 31年と令和２年

にゲーム機賭博をそれぞれ１件、計２件検挙しています。また、ぱちんこ店

において「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年

法律第 122号）」に基づいた立入検査を行い、ギャンブル等依存症対策の取

組が図られているか調査、指導を行っています。 
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関係事業者による取組について 

 

○ 弥彦競輪（弥彦村公営競技事務所）における取組 

射幸心を煽りすぎない広告・宣伝、本人・家族の申告による入場の禁止措置、ネ

ット投票の停止措置など、全国の競輪関係団体と連携し対策に取り組んでいる。 

 

○ 日本中央競馬会（JRA）新潟競馬場における取組 

主に本人・家族からの申請による入場制限、20 歳未満の者の勝馬投票券の購入防

止、ギャンブル等依存症の予防等に関する周知（ポスター・ステッカー掲示、リー

フレット配布等）などの取組を行っている。  

また、JRA 全体では、電話・インターネット投票の利用停止措置及び購入限度額

の設定など、ギャンブル等依存症対策に関する様々な取組を行っている。  

※ 詳細については、JRA ホームページ 

https://www.jra.go.jp/company/social/disorder/ を参照。  

 

○ 新潟県遊技業協同組合における取組 

  全日本遊技事業協同組合連合会（以下「全日遊連」という。）を含むぱちんこ関

連事業団体である「パチンコ・パチスロ産業２１世紀会」が基本法を踏まえ、令和

元年 12 月に「パチンコ依存問題対策基本要綱」、「パチンコ・パチスロ産業依存問

題対策要綱」を策定し、令和２年３月 30 日には個々のパチンコ店が取り組むべき

内容をまとめた「パチンコ店における依存症問題対策ガイドライン」を策定してい

る。これに基づき、以下の対策等に取り組んでいる。 

入店制限や 1 日の使用金額・遊技時間、1 か月の来店回数の上限設定などが申し

込める「自己申告、家族申告プログラム」があり、令和３年度県内約 120 店舗（組

合員店舗の約 83％）が導入している。また、全日遊連が監修する講習を受講した者

をアドバイザーとして認定し、本人やその家族に対して依存問題への適切な情報提

供等を行う「安心パチンコ・パチスロアドバイザー」制度では、各店舗 3 名以上の

アドバイザーを配置できるよう取り組んでいる。 

また、ぱちんこ依存問題相談機関である「認定 NPO 法人リカバリーサポート・

ネットワーク」の周知を行っている。   

※ 詳細は、全日遊連ホームページ 

http://anshingoraku.link/izon_nomerikomi.html を参照。 
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〈取組の方向性〉 

○ 関係事業者の取組の推進及び周知を図り、社会全体で、不適切なギャンブ

ル等の誘引を防止するよう取組を進めます。 

 

〈具体的施策〉 

 ○ 関係事業者や関係機関と連携し、不適切なギャンブル等の誘因防止に取

り組みます。                     〔福祉保健部〕 

 

 ○ 違法に行われるギャンブル等の取締り及び遊技業の業務の適正化を図る

ための指導を行います。                 〔警察本部〕 

 

 

３ 相談支援等                                     

 

〈現状等〉 

 ○ 依存症の相談支援体制の整備を図ることを目的に、令和２年度に県精神

保健福祉センターを「依存症相談拠点機関」に選定しました。 

  

 ○ 精神保健福祉センターや各保健所では、ギャンブル等依存症に関する相

談に応じていますが、本県におけるギャンブル等依存症が疑われる者の推

計数（約４万人）と比較して相談件数は少なく、相談窓口が必ずしも十分に

利用されていないと考えられます。     

 

 ○ 関係事業者等において、依存防止等の相談に対応し、本人又は家族の申告

による入場やアクセスの制限、専門窓口の紹介等を実施しています。 

 

○ ギャンブル等依存の問題は、借金等お金の問題として相談につながること

はありますが、その背景が見えづらいことや、ギャンブル等依存症という病

気の正しい知識が広まっていないことから、治療や支援につながりにくい傾

向があります。 

 

〈取組の方向性〉 

 ○ 相談から治療、回復に関係する機関の情報共有と連携の促進を図ること

により、ギャンブル等依存症の本人や家族が適切な支援を受けられる体制

を構築します。 

 

〈具体的施策〉 

 ○ ギャンブル等依存症の本人や家族が気軽に相談できるよう、相談拠点で

ある県精神保健福祉センターや相談窓口である各保健所について、ホーム

ページやリーフレット等により県民への周知に取り組みます。 

〔福祉保健部〕 
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 ○ 相談拠点に、専門的な知識を有する職員を配置し、適切に対応するととも

に、医療機関や自助グループ等と連携を図り、適切な支援につなげるよう取

り組みます。                     〔福祉保健部〕 

 

○ 消費生活センターなどの相談窓口において、ギャンブル等依存症に起因す

る消費生活相談や多重債務相談に対応するとともに、適切な支援につなげる

よう取り組みます。                    〔総務部〕 

 

 ○ 生活困窮者自立支援制度に係る自立相談支援機関や生活保護の実施機関

において、ギャンブル等依存症に起因する生活に関する相談に対応すると

ともに、適切な支援につなげるよう取り組みます。       〔福祉保健部〕 

 

○ 虐待や DV（ドメスティック・バイオレンス）、犯罪等に関係する機関にお

いて、ギャンブル等依存症に起因する虐待等に関する相談に対応するととも

に、適切な支援につなげるよう取り組みます。 〔福祉保健部〕〔警察本部〕 

 

 ○ 依存症に関する連携会議や研修会の開催等により、ギャンブル等依存症

問題に関係する機関に対して、正しい知識や相談窓口等に関する情報を提

供するとともに、関係機関との連携強化を図ることで、早期介入が円滑に進

むよう取り組みます。                  〔福祉保健部〕 

 

 

４ ギャンブル等依存症に係る医療提供体制の整備                         

  

〈現状等〉 

○ ギャンブル等依存症に関する専門的な医療を提供するため、令和元年度に

「新潟県依存症専門医療機関・依存症治療拠点機関選定要綱」を定め、依存

症専門医療機関及び治療拠点機関を選定していますが、ギャンブル等依存症

の本人や家族が、身近な地域で専門的な医療を受けられる医療提供体制は未

整備です。 

 

○ 依存症対策全国拠点機関では、依存症の相談支援を担当する職員を対象に、

依存症の本人や家族からの相談への対応力を強化するための研修が実施さ

れており、県内の医療機関等の職員に受講を呼び掛けています。 

 

〈取組の方向性〉 

○ ギャンブル等依存症の本人や家族が、地域において適切な医療を受けられ

るよう、医療提供体制の構築を図るとともに、医療機関と関係機関等の相互

の連携が推進できる基盤の整備を進めます。 
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〈具体的施策〉 

○ 専門医療機関を引き続き選定するとともに、地域においてギャンブル等依

存症の治療に対応きる医療機関の拡充と周知に取り組みます。〔福祉保健部〕 

 

○ 依存症対策全国拠点機関等が実施する研修について、県内の医療機関等へ

引き続き受講を呼び掛けます。             〔福祉保健部〕 

 

○ ギャンブル等依存症の本人が、専門的な医療を受けられるよう、医療従事

者等を対象にギャンブル等依存症対応に関する専門性を高める研修の開催

に取り組みます。                   〔福祉保健部〕 

 

○ 依存症に関する連携会議や研修会の開催等により、ギャンブル等依存症に

対応する医療機関と関係機関等とのよりよい連携のあり方について検討し、

医療を含む支援の連携体制構築を進めます。        〔福祉保健部〕 

 

 

５ ギャンブル等依存症の回復支援                     

 

〈現状等〉 

 ○ 精神保健福祉センターでは、依存症を対象とした回復支援プログラムを

実施しています。 

 

 ○ ギャンブル等依存症からの回復には、通院や自助グループ等への継続参

加が有効ですが、そのためには周囲の理解と支援が必要です。 

  

 ○ ギャンブル等依存症の本人だけでなく、その家族も生きづらさや孤独を

抱え、苦しむことが多いため、本人への支援と同時に家族へも継続した支援

が求められます。 

 

〈取組の方向性〉 

○ ギャンブル等依存症につながるプロセス、ギャンブル等依存症は病気であ

り治療や支援により回復が可能な病気であること等、正しい知識の普及啓発

を図ります。（再掲） 

 

 ○ 相談支援機関、医療機関、自助グループ、民間支援団体等が適切な連携を

図り、ギャンブル等依存症の本人と家族の回復維持を支援します。 

 

〈具体的施策〉 

○ 公営競技やぱちんこ等の関係事業者、相談支援機関、自助グループ、民間

支援団体等と連携し、ギャンブル等依存症の正しい知識の普及啓発に取り組

みます。（再掲）                    〔福祉保健部〕      
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 ○ ギャンブル等依存症問題啓発週間（5/14～20）等の機会を活用し、市町村

や関係機関・団体等に、啓発用ポスターやリーフレットを配布・掲示するな

ど、ギャンブル等依存症に関する注意喚起や普及啓発に取り組みます。（再

掲）                                〔福祉保健部〕 

 

 ○ 精神保健福祉センターにおいて、引き続き回復プログラムを実施するな

ど、ギャンブル等依存症の本人や家族に対する支援に取り組みます。      

〔福祉保健部〕 

 

 ○ 関係機関に対し、自助グループ等社会資源の情報を提供するなどにより、

ギャンブル等依存症の本人や家族が必要な支援につながる環境づくりに取

り組みます。                     〔福祉保健部〕 

 

 

６ 自助グループ及び民間支援団体との連携                               

  

〈現状等〉 

 ○ 県内の自助グループ及び民間支援団体（以下、この項において「自助グル

ープ等」という。）では、ミーティングや研修会等が開催され、ギャンブル

等依存症の普及啓発及び回復支援に重要な役割を担っています。 

 

 ○ 県では、自助グループ等の活動の周知等に協力しています。また、会議に

参画するなど連携して取り組んでいます。 

  

〈取組の方向性〉 

 ○ 自助グループ等と連携し、ギャンブル等依存症の本人や家族への支援の

充実を図ります。 

 

〈具体的施策〉 

 ○ 精神保健福祉センターや保健所等において、啓発及び相談支援を行うに

あたり、自助グループ等の機能を活用するとともに、連携により互いのスキ

ルを高め合うよう取り組みます。            〔福祉保健部〕 

   

 ○ ホームページやリーフレットにより、回復支援における自助グループ等

の機能の啓発に取り組みます。             〔福祉保健部〕 
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７ 人材の確保                                  

 

〈現状等〉 

○ 精神保健福祉センターでは、アルコール・薬物・ギャンブル等依存症の相

談支援従事者等を対象に、依存症に関する理解を深めることや、支援に必要

な技術を習得することを目的とした研修を実施しています。 

 

○ 依存症対策全国拠点機関では、依存症の相談支援を担当する職員を対象に、

依存症の本人や家族からの相談への対応力を強化するための研修が実施さ

れており、県内の医療機関等の職員に受講を呼び掛けています。（再掲） 

 

○ 関係事業者においては、従業員のギャンブル等依存症への理解を深める研

修や相談対応に当たる相談員の養成等を実施しています。 

  

〈取組の方向性〉 

○ ギャンブル等依存症の本人や家族に適切な相談支援・治療・回復支援を提

供することができるよう、人材の育成と確保を進めます。 

 

〈具体的施策〉 

○ 精神保健福祉センターにおいて、引き続き相談支援従事者に対する研修を

実施します。                     〔福祉保健部〕 

 

○ 依存症対策全国拠点機関等が実施する研修について、県内の医療機関等へ

引き続き受講を呼び掛けます。（再掲）          〔福祉保健部〕 

 

 

８ 関係機関との連携                                      

  

〈現状等〉 

○ ギャンブル等依存症の発症を予防するとともに、ギャンブル等依存症の本

人等を、できるだけ早期に適切な治療につなげ、その後も切れ目のない回復

支援を行っていくためには、関係機関・団体等の連携が必要です。 

 

○ ギャンブル等依存症に関連する問題は多岐に渡たるため、問題に関係する

機関による包括的な支援体制の構築が求められます。 

 

〈取組の方向性〉 

○ 関係機関・団体等の連携を促進し、ギャンブル等依存症の本人や家族に対

する包括的な支援体制の構築を図ります。 
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〈具体的施策〉 

○ 関係機関・団体等の取組状況に係る情報共有や課題に関する検討を行う連

携会議を開催し、関係機関・団体等が連携した包括的な支援体制の構築に取

り組みます。                     〔福祉保健部〕 
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Ⅵ 推進体制 

１ 推進体制                                         

  

 ○ ギャンブル等依存症対策の推進に当たっては、保健医療福祉・教育・警察

等関係機関や関係事業者等が、それぞれ責務・役割を担うとともに、計画の

実施に際しては互いに連携協力することが重要であり、効果的・効率的な取

組を進めます。 

また、ギャンブル等依存症問題について、幅広く関係する多くの機関、団

体等に働きかけ、周知啓発に努めます。 

 

○ ギャンブル等依存症対策の支援については、ギャンブル等依存症の専門医

療機関と相談拠点機関を中心に、保健所、自助グループ、民間支援団体等と

連携して取り組みます。 

 

 

２ 進行管理                                       

 

○ 計画の目標の達成状況や施策の進捗状況については、新潟県精神保健福祉

審議会等において、意見聴取を行い、適切に進行管理を行います。 

 

○ 計画の実効性を最大限確保するため、国が実施する調査の結果等を踏まえ、

連携会議において有効な指標の検討、設定を行うなど、本計画の取組状況の

見える化を図ります。 

 

 ○ 計画に位置づけた取組の進捗状況や社会情勢の変化などを踏まえ、計画

期間が終了する前であっても必要に応じて見直しを行います。 
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相談先一覧 

令和４年６月末時点 

 

１ 依存症相談拠点機関 

新潟県では、精神保健福祉センターを依存症相談拠点に位置づけ、当事者・

家族の相談支援及び支援者研修に取り組んでいます。 

 

【新潟県内にお住まいの方（新潟市を除く）】 

相談窓口 電話番号 受付時間 

新潟県精神保健福祉センター 

（新潟市中央区上所 2-2-3） 

025-280-0113 

（相談専用回線） 
平日 8：30～17：00 

 

【新潟市にお住まいの方】 

相談窓口 電話番号 受付時間 

新潟市こころの健康センター 

（新潟市中央区川岸町 1-57-1） 

025-232-5560 

（相談専用回線） 
平日 8：30～17：00 

 

 

２ 依存症治療拠点機関、依存症専門医療機関（ギャンブル等依存症） 

 県では、依存症の患者が適切な医療を受けられる体制づくりを目的として、

依存症治療拠点機関及び依存症専門医療機関を指定しています。診療内容につ

いては、各医療機関へお問い合わせください。 

依存症治療拠点／ 

依存症専門医療機関 
電話番号 受付時間 

国立病院機構 

さいがた医療センター 
025-534-3131 9:00～16:00 

依存症専門医療機関 電話番号 受付時間 

かとう心療内科クリニック 025-382-0810 

月・火・水・金 

 9:00～13:00 

 15:00～19:00 

土 9:00～14:00 

ささえ愛よろずクリニック 0250-47-7285 

月   13:30～18:00 

火・木 9:30～20:00 

水・金 9:30～18:00 

土   9:30～12:00 
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３ 保健所（新潟市を除く） 

地域振興局健康福祉（環境）部では、依存症を含むメンタルヘルスやこころ

の健康等に関する相談を受け付けています。（受付時間：平日 8:30～17:15） 

相談窓口 所管地域 電話番号 

村上地域振興局健康福祉部 

（村上保健所） 

村上市、関川村、 

粟島浦村 
0254-53-8369 

新発田地域振興局健康福祉環境部 

（新発田保健所） 

新発田市、阿賀野

市、胎内市、聖籠町 
0254-26-9133 

新潟地域振興局健康福祉部 

（新津保健所） 
五泉市、阿賀町 0250-22-5174 

三条地域振興局健康福祉環境部 

（三条保健所） 

三条市、加茂市、燕

市、田上町、弥彦村 
0256-36-2363 

長岡地域振興局健康福祉環境部 

（長岡保健所） 

長岡市、小千谷市、 

見附市、出雲崎町 
0258-33-4931 

魚沼地域振興局健康福祉部 

（魚沼保健所） 
魚沼市 025-792-8614 

南魚沼地域振興局健康福祉環境部 

（南魚沼保健所） 
南魚沼市、湯沢町 025-772-8137 

十日町地域振興局健康福祉部 

（十日町保健所） 
十日町市、津南町 025-757-2402 

柏崎地域振興局健康福祉部 

（柏崎保健所） 
柏崎市、刈羽村 0257-22-4161 

上越地域振興局健康福祉環境部 

（上越保健所） 
上越市、妙高市 025-524-6132 

糸魚川地域振興局健康福祉部 

（糸魚川保健所） 
糸魚川市 025-553-1936 

佐渡地域振興局健康福祉環境部 

（佐渡保健所） 
佐渡市 0259-74-3407 

 

※ 新潟市では、新潟市保健所ではなく、新潟市こころの健康センター（29ペ

ージ掲載）で相談を受けています。 
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４ 関係事業者 

 県内の関係事業者では、依存に関する相談について、事業者団体が設立した

相談窓口をお知らせしています。 

相談窓口 電話番号 受付時間 

公営競技ギャンブル依存症 

カウンセリングセンター 

0120－321－153 

（フリーダイヤル） 
平日 9:00～20:00 

※メール相談 

https://tms-soudan.com/gamble/ 

公益財団法人  

JKA（競輪）お客様相談コーナー 

03-4226-3522 平日 10:00～17:00 

※メール相談 

webmasterkeirin-autorace.or.jp 

認定 NPO 法人ぱちんこ依存問題

相談機関 

リカバリーサポート・ネットワ

ーク 

050-3541-6420 
平日 10:00～22:00 

(受付は 21:30まで) 

 

 

５ 自助グループ及び民間支援団体（ギャンブル等依存症） 

団体名 連絡先等 

GA(ギャンブラーズ・アノニマス) 

GA日本インフォメーションセン

ター<JIC> 

相談受付 FAX 050-3737-8704 

メール gajapan@rj9.so-net.ne.jp 

ホームページ http://www.gajapan.jp/ 

一般社団法人ギャマノン日本 

サービスオフィス 

相談受付電話/FAX 03-6659-4879 

        (月・木 10:00-12:00) 

メール info@gam-anon.jp 

ホームページ https://www.gam-anon.jp/ 

全国ギャンブル依存症家族の会 

新潟 

相談受付電話 080-3123-2100 

メールアドレス 

  gambling.a.niigata@gmail.com 

ホームページ https://gdfam.org/ 

ギャンブル依存症問題を考える会 

新潟支部 

相談受付電話 080-9555-6332 

メールアドレス 

kangaerukai.niigata@gmail.com 

ホームページ https://scga.jp/ 
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６ 多重債務相談窓口 

多重債務やクレジット、サラ金など、借金に関する相談は、各機関で受け付

けております。詳細は、「多重債務者支援機関一覧」をご活用ください」

（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/kenminseikatsu/1356881913648.html

）をご参照ください。 

 

【国の機関】 

相談窓口 電話番号 受付時間 

関東財務局新潟財務事務所 025-281-7508 
平日 8：30～12：00 

  13：00～16：30 

 

【地方公共団体等】 

相談窓口 電話番号 受付時間 

消費者ホットライン 

局番なし 188 
 
※最寄りの消費生活センター等の相談窓口につな
がります。受付時間は各窓口により異なります。 

※おかけになる前に、お住まいの郵便番号をご確認
ください。 

※土日祝日についても、市区町村や都道府県の消費
生活センター等が開所していない場合には、国民
生活センターで相談を受け付けるなど、年末年始
を除いて原則毎日ご利用いただけます。 

新潟県消費生活センター 025-285-4196 
平日 9:00～16:30 

 土 10:00～16:00 

新潟県警察本部けいさつ相談室 
025-283-9110 

(♯9110) 
24時間対応 

 

【新潟県弁護士会】 

相談窓口 電話番号 受付時間 

新潟県弁護士会 025-222-5533 平日 9:00～17:00 

新潟県弁護士会長岡相談所 0258-86-5533 平日 9:00～17:00 
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【新潟県司法書士会】 

相談窓口 電話番号 受付時間 

多重債務ホットライン 

（電話相談） 
025-240-7974 

平日 10:00～12:00 

   13:00～16:00 

面談相談 

※予約制 30 分間 

（毎週水曜 13:30～16:00） 

<予約受付> 

電話 025-244-5121 

ホームページ 

 https://niigata-shiho.net/yoyaku/ 

 

【日本司法支援センター（法テラス）】 

相談窓口 電話番号 受付時間 

法テラス新潟 050-3383-5420 平日 9：00～17：00 

法テラス佐渡 050-3383-5422 平日 9：00～17：00 

 

【専門機関】 

相談窓口 電話番号 受付時間 

（公財）日本クレジットカウン

セリング協会 

（多重債務ほっとライン） 

0570-031640 
平日 10:00～12:40 

   14:00～16:40 

日本貸金業協会 新潟県支部 0570-051-051 平日 9:00～17:00 
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新潟県ギャンブル等依存症対策推進計画策定検討委員会設置要綱 

 

 

（目的） 

第１ ギャンブル等依存症対策基本法（平成 30 年法律第 74 号）第 13 条に規定

する計画となる新潟県ギャンブル等依存症対策推進計画（以下「推進計画」と

いう。）の策定に当たり、その内容を検討するため、新潟県ギャンブル等依存

症対策推進計画策定検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（検討事項） 

第２ 委員会は、推進計画を策定するため、必要な事項について検討を行う。 

 

（構成等） 

第３ 委員会は、別表に掲げる委員をもって構成する。 

２ 委員会には座長を置き、座長は委員の互選により選出する。 

 

（任期） 

第４ 委員の任期は、令和５年３月 31 日までとする。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（運営） 

第５ 委員会の議事は座長が進める。 

２ 座長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求めることがで

きる。 

３ 委員会の事務局は、新潟県福祉保健部障害福祉課に置く。 

４ 事務局は、委員会に付すべき事項についてあらかじめ検討するほか、座長の

指示する事項を処理する。 

 

（その他） 

第６ この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、座長が

委員会に諮って定める。 

２ 委員は、委員会において知り得た個人に関する情報を他に漏らしてはなら

ない。 

 

 

   附 則   

この要綱は、令和３年 11 月 26 日から施行する。 

 



（敬称略：座長以下五十音順）

所属名 職名 氏名

新潟大学（医学部保健学科）
【座長】

副学長／教授
関　奈緒

日本中央競馬会（ＪＲＡ）新潟競馬場 副場長 石井　浩二　

新潟県遊技業協同組合 専務理事 大平　健二

新潟県パーソナル・サポート・センター センター長 小田　恵

ギャンブル依存症問題を考える会
新潟支部

堅田　和子

（ギャンブル依存症当事者） 堅田　正志

さいがた医療センター 院長 佐久間　寛之

ささえ愛よろずクリニック 精神保健福祉士 周防　倫裕

全国ギャンブル依存症家族の会　新潟 須藤　弥生

新潟県弁護士会 弁護士 堀田　伸吾

弥彦村公営競技事務所 所長
柳川　治美（R4年度）
斎藤　雄希（R3年度）

新潟県ギャンブル等依存症対策推進計画策定検討委員会委員名簿
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令和４年 月 
 

新潟県福祉保健部 障害福祉課 
 
〒950-8570 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

電話 025-280-5201 FAX 025-283-2062 


